




































支払いだけでなく、たとえば、②金融商品や ICO（Initial Coin Offering：新規仮
（ 1 ）　［金融庁・仮想通貨交換業等に関する研究会 2018、第 6 回：資料 3 ・ 1 ⊖ 2 頁、資料 4 ・スラ
イド 2 ］。支払手段としてよりも、投資目的において保有されることが多いものとされている（［本
多 2016、34頁］、［森下 2017、808頁（注118）］）。









法的規制あり 一定の種類の地域通貨 仮想通貨（Virtual currency）
法的規制なし 銀行券（紙幣）及び貨幣 電子マネー
　そのうえで、ECB は、仮想通貨をつぎの三種類に分類することを提案して
いる（ 4 ）（以下「ECB 三類型」という）。










（ 2 ）　［金融庁・仮想通貨交換業等に関する研究会 2018、第 6 回：資料 3 ・ 1 ⊖ 2 頁、資料 4 ・スラ
イド 2 ］。
（ 3 ）　［ECB 2012, p. 11］.
（ 4 ）　［ECB 2012, p. 13⊖14］。なお、日本の資金決済法に影響を与えた FATF ガイドライン及び IMF




















　仮想通貨の法律上の定義は、資金決済法 2 条 5 項にある。仮想通貨は、次の
ように定義されている。














決済法 2 条 5 項 1 号の括弧書きに示されるように、「本邦通貨及び外国通貨」



















（ 5 ）　仮想通貨の機能が法貨の機能と異なることについて、［中島 2018、（最終回）220⊖223頁］の分
析を参照。
（ 6 ）　要件について、［本多 2016、35頁］、［片岡 2016、56⊖57頁］、［武内 2016、11頁］、［森下 2017、791⊖
792頁］、［西村あさひ法律事務所編 2017、866頁］。


























（ 8 ）　ゲームコインについて、［渡邉 2017］及び［石田ほか 2018］を参照。また、金融庁のノーアク
ションレター制度を利用した照会文 （http://www.fsa.go.jp/common/noact/kaitou/027/027_05a.pdf）及
び回答 （http://www.fsa.go.jp/common/noact/kaitou/027/027_05b.pdf）が公表されている。















人又は法人によって、交換手段（a means of exchange）として使用され、
かつ、電子的に移転され、貯蓄され、又は、取引される価値のデジタル表
象（a digital representation of value）と定義される」（12）
　そして、仮想通貨は、電子マネーとは異なって、発行者に対するいかなる請
求権（claim）をも化体するものではないと述べる（13）。
（ 9 ）　［ECB 2012, p. 13］.
（10）　［ECB 2015, p. 25］.
（11）　［EBA 2014, p. 12］.
（12）　［EBA 2014, p. 11］.




　また、2015年には、欧州司法裁判所（ECJ：European Court of Justice）が仮想
通貨について初めての判断を行い、その法的性質にも踏み込んで次のように述
べている（欧州司法裁判所2015年10月22日判決（14））。すなわち、①「双方向に
流動する仮想通貨（virtual currency, devise virtuelle）は、……TVA〔付加価値税〕
指令〔2006/112/EC〕第14条の意味における「有体財産（tangible property, bien 
corporel）」として性質決定されえない」（15）ものとして、②仮想通貨の典型であ
るビットコインが支払方法として利用される場合について、次のように述べる。




135条第 1 段落 d）に規定される債権、小切手及びそのほかの有価証券と
異なって、ビットコインはその受取人との間で直接的な決済手段（a direct 
means of payment, un moyen de règlement direct）になる。」（16）
4 　マネー・ローンダリング対策指令による仮想通貨の法令上の定義
　EU における仮想通貨の法令上の定義を初めて行ったのは、近時改正された
マネー・ローンダリング対策指令（第 5 次）（Directive （EU） 2018/843, AMLD5: 
Anti-Money Laundering Directive 5）であるものと思われる。同指令では、次の
ように仮想通貨が定義されている。
　　 AMLD5第 3 条（18）　「仮想通貨（virtual currencies）」とは、中央銀行又は
（14）　CJUE, 5e ch., 22 oct. 2015, aff. C-264/14, Skatteverket c/ David Hedqvist, pt 24 : banque 2015, n° 790, 
p. 75, obs. Storrer P. ; Banque et droit 2015, n° 164, p. 55, obs. Storrer P. ; Bonneau T., « Analyse critique 
de la contribution de la CJUE à lʼascension juridique du bitcoin », in Uber amicarum Blanche sausi, Lʼ
Europe bancaire, financière et monétaire, Revue Banque, 2016.
（15）　Ibid., pt 24.
（16）　Ibid., pt 42.
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公的権限によって発行又は担保されたものではない価値のデジタル表象















　このように定義される仮想通貨は、改正決済サービス指令（PSD2 : the 






　　 EMD2第 2 条（ 2 ）「電子マネー」とは、PSD1第 4 条 5 号に定義された決
済取引を行う目的において資金を受領して発行される、発行者に対する請
（17）　Directive （EU） 2018/843, 前文（10）。
（18）　Directive （EU） 2015/2366第 4 条（25）。












業部会（FATF：Financial Action Task Force）は、2018年には、仮想通貨（又は
暗号通貨）ではなく、「暗号資産（crypto-assets）」（21）というより広い呼称を用い
て、これを次のように定義している。
　　 「FATF は、『仮想資産（virtual asset）』を、デジタル的に（digitally）取引
































された仮想の計算単位（unité de compte virtuelle）である。」（24）
　仮想通貨が「仮想の計算単位」であるという定義は、2014年 7 月11日の租税





更すべきことが検討された（［金融庁・仮想通貨交換業等に関する研究会 2018、第 8 回：資料 2 ・
8 頁］及び同研究会「報告書（案）」〈https://www.fsa.go.jp/news/30/singi/20181214-1.pdf〉［アクセ
ス日 : 2018年12月18日］）。


























（25）　［Direction générale des Finances publiques 2014, n° 730］.
（26）　［ROUSSEILLE 2015, p. 30］.
（27）　Conseil dʼÉtat, 8ème - 3ème chambres réunies, 26 avr. 2018, n° 417809, Publié au recueil Lebon, n° 13.
（28）　［BONNEAU 2016, n° 10］.
（29）　［ROUSSEILLE 2015, p. 27 et 29］.









　　 PACTE 法案26bis A 条　〔通貨金融法典（以下、同様）〕L. 54⊖10⊖1条　本
章〔デジタル資産に関するサービス提供者〕を適用するために、デジタル
資産は、次の各号に規定されたものを含む。
　　 1 °L. 211⊖1条に規定された金融商品（des instruments financiers）の性質を
満たすもの及び L. 233⊖1条に規定された利付債券を除く、L. 552⊖ 2 条に規
定されたトークン （jeton）。
　　 2 °中央銀行又は公的機関によって発行されたのではない又は保証された










化が提案されている［［sous la direction de］ Périnet-Marquet 2009, p. 118］（翻訳として、［ペリネ -
マルケ、平野 2010］がある）。
（31）　Projet de loi n° 1088 relatif à la croissance et la transformation des entreprises.
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無体財産（bien incorporel）である」（PACTE 法案26条、通貨金融法典　L. 
552⊖2の追加）














改正欧州金融商品市場指令（MifID2：Markets in Financial Instruments Directive 
2）（33）を国内法化した通貨金融法典に含まれることを次のように示した。
MiFID2付属書Ⅰ、C 節〔金融商品〕は、通貨金融法典 L. 211⊖1条Ⅲ項の「金融
契約（les contrats financiers）」に含まれるリストを掲げる D. 211⊖1A 条におい
（32）　［DRUMMOND 2014, p. 249］. 〔　〕内は筆者が補った。
（33）　欧州域内の金融・資本市場に係る包括的な規制である改正欧州金融商品市場指令（Directive 
2014/65/EU, MiFID2）。
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て、国内法化されている。このうち、①仮想通貨の差金決済は、通貨金融法典
D. 211⊖1A 条 6 号（差金決済取引）に、及び、②仮想通貨の差金決済、バイナ
リ・オプション、ローリング・スポットの外国為替取引は、同条 8 号（その原
資産が金融指数、金融指標と考えることができるものであって、現金で決済さ
れるもの）にあたり、補足的には、③通貨金融法典 D. 211⊖1A 条 1 項第 1 号
（本質的な金融資産）によって定められた基準を満たしている（34）。それゆえに、
通貨金融法典における「先物金融商品（instruments financiers à terme）」と呼ばれ










（34）　［AMF 2018, p. 7］.
（35）　Id.
（36）　Regulation （EU） 648/2012.
（37）　Loi n° 2016-1691 du 9 décembre 2016.
（38）　See, ［ECB 2015, p. 30］.


















決済法 2 条 5 項に規定される仮想通貨の定義は、これと同等のものを含むと
いってよいものと思われる。














（41）　［伊藤 2016、24頁］、［森田 2018、22頁］、［後藤、渡邊 2018、（ 4 ）103頁］、［末廣 2018、56頁］。ビッ
トコインについて、「第三者による承認〔プルーフ・オブ・ワーク〕を停止条件とした代物弁済」
という学説がある［小塚 2017、1頁］。
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（42）　［BONNEAU 2016, n° 20］.






























ている（［田中、遠藤 2014、（上）59頁］、［片岡 2017、13頁］、［森下 2017、807頁］）。これに対して、
物権法ルールに基づく解決策に疑問を呈するものもあり［西村あさひ法律事務所編 2017、843頁］、
不当利得や不法行為による救済を与えるという方策も提案されている［辻岡 2017、38⊖40頁］。
（47）　［金融庁・仮想通貨交換業等に関する研究会 2018、第 1 回：資料 2 ・スライド 1 ］。
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